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独立行政法人・国立大学法人等の 

運営費交付金拡充等を求める要請書 

 

独立行政法人（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人）・国立大学法人等の運

営費交付金は削減され続けています。運営費交付金の削減は、医療・研究開発・教育などをはじ

めとして多岐にわたる業務を通じて国民の安全・安心を守り、産業活動の基盤を支える独立行政

法人の運営に支障をきたし、国立大学法人・大学共同利用機関法人・（独）国立高専の高等教育

においても、学術研究、附属病院での医療の機能を低下させるとともに、国民の教育を受ける権

利の後退を招く原因となっています。運営費交付金削減の代替とされる競争的資金は、現有施設

の維持・管理・更新の用途にはそわないため、設備の老朽化にともなう安全上の問題も発生して

います。 

行革推進法による人員削減もかさなって、正規の職員・教員が採用できないため、非正規職員・

教員でその場をしのぐ法人が増え、業務や研究の質や継続性が保てなくなっている現状です。多

くの非正規職員・教員や任期付研究員においては、人生100年時代が標榜されるなか、その初期に

おいてさえ、不安定で劣悪な労働条件を強いられて将来の不安を抱えています。さらに運営費交

付金が削減される中では、2018年4月には改正労働契約法により多くの契約職員が無期転換権を得

るにもかかわらず、予算目処が立たないため、継続雇用が困難な状況にあり、さらに大量の失職



者を産む矛盾を起こしつつあります。 

国立大学では、人件費の削減や教員人事の凍結によりゼミがなくなる等の問題が生じており、

ノーベル賞受賞者のみなさんも口を揃えて、基盤的研究費が安定的に措置されることの重要性を

指摘され、運営費交付金不足による研究資金の不足が、経常的な研究活動を阻害していることへ

の危惧を表明されています。 

国民生活の安定、社会経済の健全な発展、社会の進歩と福祉の向上のためには、独立行政法人・

国立大学法人等の運営費交付金の拡充が必要です。 

つきましては、貴職に対し、下記事項が実現するようご尽力下さることを要請します。 

 

記 

 

１．独立行政法人が行う国民の安全・安心を守り、産業活動の基盤を支える業務の維持・拡充を

はかるため、必要な運営費交付金を確保すること。 

 

２．国立大学法人等の高等教育、学術研究、附属病院での医療の質の向上を図り、国民の教育を

受ける権利を保障するために必要な運営費交付金を確保すること。 

 

３．法人運営の実態に応じた必要な増員を含め、総人件費の増額を認めること。 

以 上 


